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2018年12月13日、財務総合政策研究所は、株式
会社日通総合研究所との共催により、「貿易・国際物
流ワークショップ」を開催した。以下、ワークショッ
プの模様をお届けする。

１．ワークショップの概要
今回のワークショップは、多発する災害や保護主

義、デジタル技術の急速な進展などにより、貿易や物
流を巡る国際情勢が刻々と変化している中で、財務総
合政策研究所においてもこの分野の知見の蓄積と底上
げを図らなければならないという問題意識から、貿易
と国際物流をテーマに有識者を交えて開催されたもの
である。

会場は財務省4階の会議室。12月13日午後の半日
をかけて、同分野を幅広くカバーする発表及び講演が
行われた。財務総合政策研究所からは、水尾主任研究
官より貿易と人工知能について、柴田・森研究員より
震災と貿易・物流について研究成果を発表。また、株
式会社日通総合研究所の田阪リサーチフェローから欧
米の保護主義政策と物流について、政策研究大学院大
学の長瀬客員教授からグローバルバリューチェーンと
自動車の貿易について、株式会社NTTデータの赤羽
部長からブロックチェーンの貿易分野への応用につい
て講演が行われた。当日は、バックベンチを含め総計
で100名近い省内外の聴講者が来場し、活発な意見交
換が行われた。次章で各発表・講演の内容についてレ
ポートする。

（プログラム）
熊本地震における物流企業から見た 
救援物資輸送

財務総合政策研究所研究員 
柴田愛

東日本大震災が非被災地域の自動車 
輸出に与えた影響

財務総合政策研究所研究員 
森泰二郎

欧米の保護主義的通商政策がグローバ
ル・ロジスティクスに与える影響

株式会社日通総合研究所 
リサーチフェロー　田阪幹雄

グローバルバリューチェーンと自動車
及びその部分品・附属品の貿易

政策研究大学院大学客員教授 
長瀬透

AI（人工知能）の貿易業務への応用事例 財務総合政策研究所主任研究官 
水尾佑希

広がるブロックチェーン活用 
～貿易分野への適用に見る課題と展望～

株式会社NTTデータ金融事業推進部 
デジタル戦略推進部部長　赤羽喜治

２．各発表の概要
２.１.  熊本地震における物流企業から見た救援

物資輸送
（発表者：財務総合政策研究所研究員　柴田愛）
熊本地震では発災後数日間、政府調達物資が市町村

避難所に届かない事態が発生した。その原因を当時の
状況のヒアリングをもとに、TOC理論の手法で検証
する。

まず政府調達物資と指定公共機関について説明す
る。政府調達物資とは、災害時に市町村、県の備蓄物
資が不足した際に大きな役割を果たす救援物資であ
る。政府が全国の関係団体、関係事業者から集めた物
資は、広域物資輸送拠点、市町村集積所を経由して、
市町村避難所に届けられる。政府調達物資を広域物資
輸送拠点まで届ける一次輸送を行うのがトラック事業
者指定公共機関の主な役割である。指定公共機関とは
災害対策基本法に基づき、民間企業の中で指定された
機関である。従来は日本通運株式会社が指定されてい
たが、東日本大震災という未曾有の被害の発生以降、

財務総合政策研究所 
主任研究官

水尾  佑希
研究員

柴田  愛
研究員

森  泰二郎
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多くの物流企業が指定公共機関となっている。
2016年4月14日21時26分、16日1時25分、 我

が国観測史上初めて震度7が連続して発生した熊本地
震では、本震発生翌日には熊本県民の10％が避難し、
県の備蓄物資の構想を大きく上回る事態が発生した。
政府の新たな取り組みとして、東日本大震災の教訓を
生かし、政府調達物資をより早く届けるために、県か
らの要請を受ける前に物資の輸送を開始する「プッ
シュ型支援」が行われた。2度の地震により、広域物
資輸送拠点が被災し、県内に適当な拠点がなかったた
め、県外の民間拠点の活用が決まった。内閣府のリエ
ゾン（情報連絡員）が派遣され、官民連携で政府調達
物資を迅速に届けることに取り組んだ。

それにもかかわらず、発災後数日間は政府調達物資
が市町村避難所に届かない事態が発生した。その原因
をTOC理論の手法で検証する。TOC理論は生産管理
やサプライチェーンマネジメントに大きな影響を与え
たものであるが、今では製造業のみならず一般的な問
題解決の手法として用いられている。TOC理論の考
え方を一言でいうと、「一番弱いところが全体の制約
であり、そこに集中して取り組むべきである」という
ものである。当時の物流の様子は指定公共機関として
の経験と実績がある日本通運株式会社をヒアリングし
た。熊本地震の際に、内閣府災害対策本部、熊本県災
害対策本部を経験した同社の社員の話によると、物の
流れが最も滞っていたのは、市町村物資集積拠点で
あった。そこには、一般の人や企業から、形状がバラ
バラの多くの義援物資が流れ込んでいた。義援物資は
人々を想う気持ちであり、否定されるべきものではな
い。しかしながら緊急を要する政府調達物資を輸送す
る期間に限り、需要と供給の一致のためには一時的な
抑制が必要だと考えられる。

熊本地震においては、東日本大震災の教訓が生き
た。そして官民連携も行われた。同じ災害は2度発生
しない。必要な「救援物資」を、必要な「時」に、必
要な「量」だけ、必要な「場所」へ届けるためには全
体最適のロジスティクスが重要である。そのために
は、今後も官民・事業者・地域の枠を超えた連携が欠
かせない。尚、ワークショップでは、ヒアリング先が
限られていることや、TOC理論の活用の仕方につい
て指摘があったため、多方面からより多くの情報を収

集し、理論の理解を深めることを今後の課題とした
い。

２.２.  東日本大震災が非被災地域の自動車輸出
に与えた影響

（発表者：財務総合政策研究所研究員　森泰二郎）
東日本大震災が非被災地域の自動車輸出額に影響を

与えたのかについて、サプライチェーンにも着目をし
て分析を行った。

近年、数多くの自然災害が発生しており、甚大な被
害をもたらしている。震災による被害は人的・物的損
失だけではなく、非常に大きな経済的損失をもたら
す。また地震の影響は国内外問わず多岐にわたるた
め、どのような影響や被害があったのかを把握するこ
とは非常に重要である。

先行研究では、GDPや企業の売上への影響につい
て分析した研究は存在するが、貿易への影響について
定量的に分析した研究は少ない。そこで今回のワーク
ショップにおいて、自然災害がもたらす影響の把握を
目的として、東日本大震災が都道府県ごとの貿易輸出
額に与える影響について分析を行った。被災地域では
自動車部品産業が盛んであるため、本分析では自動車
産業を対象に、特に非被災地域にも震災の影響が存在
したのかについて分析を行った。

貿易統計から取得した2009/1～2013/12までの都
道府県ごとの自動車輸出額データを用いて推定した結
果、非被災地（本分析では災害救助法が全市町村に適
用されていない都道府県と定義）でも輸出額は有意に
マイナスの影響を受けていることが分かり、非被災地
にも震災の影響が存在したことが示唆された。加え
て、サプライチェーンの川下に位置する完成品は部品
よりサプライチェーン断絶による影響が大きいと考え
て、輸出額を完成品と部品に分けて分析も行った。結
果として、完成品の方が、有意にマイナスの影響を受
けている非被災地が多いということが示されたことか
ら、震災の影響はサプライチェーンを通じて伝播して
いる可能性が高いことが伺える。以上より、震災時に
サプライチェーンが断絶してしまった際は、その早期
復旧が非常に重要であると考えられる。

実際に、東日本大震災の復旧過程においては、道路
インフラを早期に復旧させたこと、非被災企業から被
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災企業へ人的・物的支援があったことにより、サプラ
イチェーンが比較的早く復旧したため、自動車輸出額
も3か月ほどで回復したのではないかと思われる。し
かし、電力供給制約など間接的な影響を考慮出来てい
ない点や、今回のワークショップで質問があったよう
に、サプライチェーンの断絶が工場被災による生産停
止なのか道路被災による物流停止なのか判別できない
点は今後の課題とする。

２.３.  欧米の保護主義的通商政策がグローバル・
ロジスティクスに与える影響

（講演者：株式会社日通総合研究所リサーチフェロー　
田阪幹雄）

米国においてこれまで、1994年のNAFTA発効時
や9.11後のセキュリティ政策の大転換など、グロー
バル・ロジスティクスの最前線で長年対応してきた田
阪リサーチフェローは、その豊富な経験から現在の欧
米における保護主義を独自の物流視点で観察・分析。
今回の講演では、英国のEU離脱（Brexit）や米国ト
ランプ政権の関税引上げ、NAFTA再交渉など、保護
主義的動きの整理とともに、それらが貿易業界・物流
事業者に対して与えうる懸念事項が提示された。

まず欧州では、シェンゲン協定やEEA等、EU周辺
の欧州の枠組みが有機的に機能していることで、今の
EUの枠組みが存在している点を解説。貿易・物流の

＊1） 英領北アイルランドとEU加盟国アイルランドの間の約500kmにわたる国境には、現在「目に見える国境」は全くない。
＊2） 例えば自動車産業でいえば、英国内には組立工場は多く存在するものの、部品工場は国内には少なく、部品は国外から輸入している。EU各国間での手

続きが煩雑化した場合、製品リードタイムが長くなり、国内の自動車産業に影響を与えるであろうと述べていた。
＊3） メキシコでは時給16ドル以上での生産は厳しいと考えられる。

自由度の観点から見ると、欧州地域はそういった枠組
みによって様々に分けられるものの、概して自由度は
高く、単一市場である。この単一市場からの英国の離
脱（Brexit）について、以下のように詳しく説明が
あった。EU離脱協定書は、11月25日にEU首脳によ
り承認された。2019年3月29日を期日とする離脱協
定の締結に向け、残すは英国議会での承認となったも
のの、離脱協定に折衷案的な側面もあることから、英
国では反発が拡大している。結局12月10日に、メイ
首相は離脱案の採決を見送ると表明した。ここでは、
EUと英国の双方が同意せず、無秩序離脱に突入した
場合、物流面において起こりうるであろう課題が挙げ
られた。具体的には、英仏や英愛＊1間での税関施設や
通関手続きの構築、EU各国間の輸出入手続きへの対
応、英国工場に配送されるEU製部材の取り扱い等＊2

が挙げられた。
次に米国関連の貿易協定・貿易摩擦について説明が

なされた。まず、米中貿易摩擦の激化についてであ
る。これは日本からの対米輸出に直接は影響を与える
ことはないだろうが、対米輸出を行う中国企業と日系
企業の中国拠点に対する、日本からの部品の輸出には
影響をもたらす可能性が指摘された。また、原材料に
対する高関税によって、米国の自動車製造業は輸出競
争力を失い、米国製造業が縮小・停滞する恐れがある
ということも触れられた。続いて、北米自由貿易協定

（NAFTA） か ら 米 国・ メ キ シ コ・ カ ナ ダ 協 定
（USMCA）への移行について言及。これは、7品目の
重要部品につき、米国・メキシコ・カナダの何れかの
生産を必須と定めると同時に、完成車の域内原産割合
を現行の62.5％から75％へ引き上げたものだが、こ
れにより、日本等サプライヤーの米国・メキシコ・カ
ナダへの進出や拡大が予想されると述べられた。ま
た、自動車部品の40～45％以上を時給16ドル以上の
地域＊3で生産することも義務付けられたことにより、
メキシコ生産を拡大してきたサプライヤーや、それに
対応してきた物流企業のメキシコ拠点の規模は縮小・
撤退を余儀なくされる可能性も挙げられた。
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２.４.  グローバルバリューチェーンと自動車及び
その部分品・附属品の貿易

（講演者：政策研究大学院大学客員教授　長瀬透）
関税局・税関に加え、世界180以上の国と地域が加

盟する国際機関である世界税関機構に長年勤務した長
瀬客員教授は、日本と通商関係の強い各国の関税政策
や通関制度を継続して調査・分析している。今回の講
演では、グローバルバリューチェーン（以下、GVC）
が広がる中で、日本の主力輸出産業である自動車に係
る各国の関税率の差異及び関税分類実務に係る諸問題
について解説がなされた。

初めに、GVCについての説明がなされた。GVCと
は、サプライチェーンの中で各国が中間財に様々な付
加価値をつけるという貿易形態のことである。各国に
分散しているサプライヤーをまとめるためには、効率
的なサプライチェーンの実現と円滑な貿易手続きが必
要であると同時に、サプライチェーンのセキュリティ
の確保が重要な課題であると指摘。GVCの中では50
～60％の輸出入が中間製品であるといった世界貿易
機関の報告等も紹介された。

次に、このような貿易形態の中で、円滑な貿易手続
きを行うために定められたHS条約について説明がな
された。HS条約とは、貿易取引される商品について、
国際的に統一された分類が行われるように、世界税関

＊4） 1960年代の米国とEEC（当時）の貿易戦争で、EECが米国からの鶏肉の輸入に高関税を課した報復措置として、米国がEECから輸入される貨物自
動車に25％の高関税を課し（これを通称chicken taxと呼ぶ）、未だその関税が維持されている。

機構にて開発された各国共通の商品分類体系であり、
今回は特にその共通ルールである通則2（a）について
説明があった。通則2（a）とは、（1）未完成の物品で、
完成した物品としての重要な特性を提示の際に有する
もの、（2）完成した物品（（1）未完の完成品を含む）
で、提示の際に組み立ててないもの及び分解してある
もの、を完成品とみなすことを定めている通則である。

以上を踏まえ、自動車及びその部分品・附属品の関
税率に係る諸問題について、通則2（a）が適用された
ケースも含めて、途上国や米国で起きた事例を用いて
詳しく論じられた。途上国では、部分品の方が完成車
に比して一般に関税率が低いことから、完成車を前部と
後部に切断して部分品として別々に輸入し、輸入後にこ
れらを合体して、完成車に課される高関税を回避する
事例があると指摘。一方、米国では、chicken tax＊4に
関する問題が言及され、通関後に貨物自動車に改造し
て販売されるスポーツ用多目的車の事例等、豊富な裁
判例を題材にタリフエンジニアリングの事例が紹介され
た。自動車に係る関税率の差異を利用した、国や企業
が取る行動について、議論は大いに盛り上がった。

最後に部分品と附属品についても言及があり、貿易
業務や貿易に係る研究において、自動車の部分品・附
属品と言われた場合に、その範囲がHS上どこまでを
指すのか留意する必要があると触れられた。

２.５. AI（人工知能）の貿易業務への応用事例
（発表者：財務総合政策研究所主任研究官　水尾佑希）
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近年、多様な業界で導入が進むAIについて、関連
する各種セミナーやCEATEC等の展示会に足を運び、
貿易実務及び税関行政に活かせるのか、応用できると
すれば具体的にどのような業務内容か、独自に考察し
た結果を報告した。

現状、通関を含む貿易業務には二つの課題が存在す
る。一つ目は、越境電子商取引の増加等を受けた輸出
入申告件数の増加や、地域貿易協定の進展による通関
業務の高度化・複雑化により、官民ともに業務量は増
加しているにも関わらず、税関職員数・通関業従業者
数は横ばいであり、今後深刻な人手不足が予想される
点である。二つ目は、米国及び中国のデジタルイノ
ベーションによる国際競争の激化である。いわゆる
GAFA/BATHといった米中のIT企業群が、ビッグデー
タを駆使したマーケティング、サプライチェーン管理、
顧客管理、輸送効率化、電子商取引のプラットフォー
ム構築により貿易を革新。世界中の消費者や企業の行
動を吸い上げ、圧倒的に優位な立場でグローバルビジ
ネスを展開する中、日本が苦戦しているという危機感
が近年共有されてきたところである。このような問題
意識から、業務効率化と国際競争力強化のために、通
関実務の分野においてもAIの導入を検討すべき。

本ワークショップにおいては、AIの歴史及びニュー
ラルネットワークと呼ばれる計算回路の仕組みを、シ
ンプルな手書き文字の画像分類を実装して解説を行っ
た上で、貿易実務及び税関行政への応用可能性を実例
と共に列挙した。税関行政への導入について一例を挙
げると、埠頭・空港監視カメラの画像分析に応用可能
性が高いと考えられる。貿易実務への導入について
は、インボイス等の文字認識による輸出入申告情報の
自動入力、需要予測、画像認識による出荷前自動検品
や輸送品質確認等が挙げられる。中には、実際に導入
されたことで業務効率化が達成されたとして、具体的
数値と共に企業が公表している例もある。当日の質疑
では、チャットボットのようなAIを問合せ対応に導
入した場合、回答の根拠がブラックボックスであると
いう難点が挙げられたが、これに関して、回答を導き
出す過程を可視化する技術の開発が進んでいる点にも
触れたところである。

ただし、AI導入の留意点としては、（1）AIで解決
したい課題が明確になっているか、（2）学習させる

データが十分に存在するか、（3）AI導入効果が導入・
維持コストに見合うか、（4）サービス利用時のデー
タがどこに保存されるか、といった点が挙げられる。
例えば、音声認識のサービスを利用するにあたり、社
内会議の情報が自動的にサービス提供会社のクラウド
に保存され、機密情報が社外で利用される可能性も否
定できない。このように個別に慎重な検討が必要であ
るものの、グローバル競争の中での日本の生き残りを
かけて、官民ともに先進技術を取り入れつつ進化し続
ける必要があると考えられる。

２.６.  広がるブロックチェーン活用 
～貿易分野への適用に見る課題と展望～

（講演者：株式会社NTTデータ金融事業推進部デジ
タル戦略推進部部長　赤羽喜治）

ブロックチェーン技術は貿易分野への活用が期待さ
れ、今回のワークショップでは、現在までの取り組み
と今後の課題について論じられた。

ブロックチェーン技術はビットコインを実現するた
めの基幹技術として開発されたものであり、P2Pネッ
トワークを利用して分散型で信頼できる状態を創り維
持することを可能にする仕組みである。今では汎用的
な分散型台帳技術として仮想通貨以外の領域に拡大し、
貿易における情報分野へ活かすことが出来ると報告さ
れた。貿易取引は国をまたがって多くの関係者が情報
連携を行っており、紙やFAX、e-mail、PDFなどでの
やりとりが非常に多く残っているため、貿易関連企業
の情報連携にかかる負担が大きく、時間、コスト削減
の妨げになっている。ブロックチェーン技術により、
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貿易関係者間で一気通貫に情報共有できる貿易プラッ
トフォームを構築し、事務手続き効率化と利便性向上
を図ることの重要性が報告された。2016年に行われた
貿易金融をテーマとした信用状取引におけるブロック
チェーンの適用、外航貨物海上保険の保険証券におけ
るブロックチェーン適用に向けたPoC（コンセプト実
証）の紹介を通して、貿易業務全体へのブロックチェー
ン技術を適用することの有効性と課題が示された。

貿易に関わる情報連携を担う仕組み作りは社会実装
に向けたステップに入っている。2017年には、ブロッ
クチェーン技術を活用した貿易情報連携基盤の実現に
向けて、株式会社NTTデータは、貿易関係者である銀
行、保険、総合物流、輸出入者等の各業界を代表する
13社でコンソーシアムを発足させた。そこでのディス
カッションの模様が紹介され、貿易取引における業務上
の課題は、各社とも貿易関連書類の転記、チェック・原
本の扱いであり、貿易情報の電子的な連携は必要であ
るという認識に至ったことが示された。業界横断で実機
検証を行い、貿易プロセスの改善及びコスト削減効果
が期待されている。また、国内だけでなく海外（シンガ
ポール等）でも実証実験を行っていることが報告された。

他国でも既に、政府や公共団体などが積極的に関与
して貿易手続きの効率化・電子化を目指す取り組みが
存在している。株式会社NTTデータは国立研究開発
法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
の「貿易手続の効率化」実証実験の事業者に採択さ
れ、グローバルな競争に負けないように、官民連携し

＊5） 国際貿易において、船荷証券をはじめとする膨大な書類を電子化して企業間でやりとりすること。

て取り組んでいることが紹介された。
今後の社会実装にむけて、標準化、原本性、進化し

続けるブロックチェーン技術という3つの課題が挙げら
れた。貿易EDI＊5の標準化の取り組みは、企業間で異
なる文書フォーマットなどの阻害要因があり、導入が
なかなか進まない現実があったが、近年発達してきた
非構造化データ収集技術やAIを組み合わせることで解
消を目指すことが示された。船荷証券の電子化につい
ては、現状は法的整理がされていないと指摘。ブロッ
クチェーンの特徴の1つである耐改ざん性により原本
性の確保は可能であり、貿易プラットフォームは法的
側面から原本性の確保が必要であることが示された。
情報の秘匿性確保や、今後ブロックチェーン技術がど
う発展するかについては、特に多くの質問が寄せられ
た。技術の実用化に向けて、世界的に検討が進んでい
るところ、株式会社NTTデータは主要なブロックチェー
ンコミュニティに参画し、技術の実用化に向けた活動
を行っており、貿易手続きの効率化・高度化を実現し、
我が国の競争力強化に寄与していきたいと報告された。

３．終わりに
ワークショップ当日は多数の質問が出て活発な議論

が展開され、非常に有意義なワークショップになった
のではないかと考えている。本企画に多大なるご貢献
をいただいた、外部講演者、参加者、その他関係者の
皆様に厚く御礼申し上げたい。
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